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○ 大雪消防組合職員の再任用に関する条例 

平成 15 年３月 28 日 

条 例 第 ５ 号 

 

改正 平成 18 年 12 月 27 日条例第 12 号  平成 26 年４月１日条例第７号 

平成 27 年５月 21 日条例第１号  

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第

２８条の４第１項、同条第２項及び第３項（法第２８条の５第２項及び第２８条の６第３

項において準用する場合を含む。）並びに地方公務員法等の一部を改正する法律（平成 

１１年法律第１０７号）付則第６条の規定に基づき、大雪消防組合職員（以下「職員」と

いう。）の再任用（法第２８条の４第１項、法第２８条の５第１項又は第２８条の６第１

項若しくは第２項の規定により採用することをいう。以下同じ。）に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（再任用） 

第２条 職員の再任用に関しては、消防本部又は消防署の所在町職員の例による。ただし、

管理者が必要と認める場合は、この限りでない。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

（特定警察職員等への適用期日） 

第２条 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）附則第７条の３第１項第４号に規定

する特定警察職員等（附則第３条において「特定警察職員等」という。）である者につい

ては、平成１９年４月１日から、改正法による改正後の法第２８条の４から第 

２８条の６まで及びこの条例第２条で定める町の条例（附則第３条において「再任用条例」

という。）を適用する。 

第３条 特定警察職員等である職員に対する次の表の左欄に掲げる時期における再任用条例

で定める任期の末日の適用については、前条の規定にかかわらず、「６５年」とあるのは、

同表の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

平成 19 年４月１日から平成 22 年３月 31 日まで 61 年 

平成 22 年４月１日から平成 25 年３月 31 日まで 62 年 

平成 25 年４月１日から平成 28 年３月 31 日まで 63 年 

平成 28 年４月１日から平成 31 年３月 31 日まで 64 年 

附 則（平成 18 年 12 月 27 日条例第 12 号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年４月１日条例第７号） 
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（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（大雪消防組合職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

２ 大雪消防組合職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年大雪消防組

合条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項を削る。 

附 則（平成 27 年５月 21 日条例第１号） 

この条例は、平成２７年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（～514） 


